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平成 30 年度 農林水産省予算から見る古民家再生 
 

●農泊の推進：予算額：７４億９５００万円 

 

外国人の滞在により農村に変化が起き始めているようです。 

「明日の日本を支える観光ビジョン構想会議」では、2020 年に訪日外国人旅行者を 4000

万人とする目標を掲げました。2017 年 1 月～９月迄の累計訪日外国人旅行者は 

2119 万人となり、昨年より一か月も早く 2000 万人を超えました。 

 最近は訪日外国人の行動に変化が見え始めています。以前は、団体を組んで、空港から

決められた場所を観光し、お土産を購入するスタイルでしたが、最近は、個人自らが行き

たい場所、体験したい事を中心に検索を行い、より深く情報を探す傾向が有るようです。 

airbnb でも体験型のツアーやイベントを多く織り込んでいます。 

 農林水産省では、2017 年３月に閣議決定された「観光立国推進基本計画」において 

農山村滞在型旅行をビジネスとして 

実施できる体制を持った地域を 2020 年までに５００地域創出する 

農泊をビジネスとして成り立たせるために、外国人旅行客を含む観光客を農漁村にどのよ

うに呼び込むかが課題となります。 

そのために、農林水産省では農泊推進対策として、ビジネスとして実施できる体制の構

築や取組地域への人材派遣、地域資源を魅力ある観光コンテンツとしての磨き上げ等の取

り組みや古民家等を活用した滞在施設などの整備、料理人と農泊地域のマッチングなどの

人材育成・確保や優良地域の国内外へのプロモーションなど、「農泊」をビジネスとして成

り立たせるため古民家などリフォームし、宿泊施設とする、或いは飲食の施設にするだけ

ではなく、どうやって人を呼び寄せるか、集客の仕組み作りもポイントですね。 

 

しかしそれ以前に企画できるかどうかがポイントです。 

ビジネスとして成り立つようにマーケティングされているかもポイント 

ただ家の用途や施設を作り変えるだけでなく、様々な法人や地元の方との連携がより必要

とされるコミュニケーションがさらに重要な時代に入ったと言えそうですね。 



 

 


